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OECDの「Global Outlook on Financing for Sustainable Development 2025」によれば、開

発途上国の SDGs（持続可能な開発目標）達成に必要な投資額と実績との資金ギャップ

はコロナ禍以降、大幅に拡大している。 

国連が SDGs を正式採択した 2015年時点の資金ギャップは年間 2.5兆ドルだったが、

コロナ禍の社会的・経済的な影響から必要投資額が増加した一方で、対外資金の流入や

途上国の歳入の減少等により、2022～23年の資金ギャップは 4兆ドルに拡大した（第 1

図）。その約半分が、気候変動対応のためのエネルギー転換に関連している。利用可能

な資金よりも速いペースで必要額が拡大しており、2030 年の資金ギャップは 6.4 兆ドル

に拡大するが、不確実性の高さを踏まえるとこの予測値を上回る可能性があると OECD

は分析している。 
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第 1図：SDGs目標達成に向けた資金ギャップ 

 

 

途上国の気候変動対策については、先進国全体で 2020 年までに年間 1,000 億ドルを

動員するとの目標が 2009 年の COP15 で決定されたが、実際には 2022 年に 1,159 億ド

ルと 2 年遅れて目標を達成した。気候変動「緩和」（＝温室効果ガス削減等）分野を対

象とした資金が過半を占めている。資金供給者の内訳をみると、MDB（世界銀行やアジ

ア開発銀行等の国際開発金融機関）や二国間（ODA）の公的資金が圧倒的に大きい（第

2 図）。公的資金によるレバレッジ・メカニズム（保証、シンジケートローン等）を通じ

て動員された民間資金はそれまで目立った増減がみられなかったが、2022 年には大規

模プロジェクトを主因に大きく増加した。「1,000億ドル目標」は、2015年の COP21 に

おいて 2025 年までの期限延長が決まり、さらに 2024 年の COP29 で新たな数値目標

「2035年までに少なくとも年間 3,000億ドル」が決定された。 

 

第 2図：先進国から途上国に提供、動員された気候資金 
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途上国の開発のための民間資金動員の拡大に向けた主な課題として、OECDによる資

金供給者（＝DAC（OECD 開発援助委員会）加盟国や MDBs（国際開発金融機関））向

け調査（”2022 OECD DAC survey on providers’ portfolios”）では、投資リスクの高さ・リ

ターンの低さ、バンカブルで大規模なプロジェクトの不足、不十分な金融イノベーショ

ンが挙げられている。その他、国内の投資規制、金融の専門知識やノウハウの不足、ブ

レンデッド・ファイナンスに関するデータの透明性の欠如等が指摘されている。 

また、気候変動分野については以下の点が挙げられている。 

① 気候変動「適応」（＝海面上昇など既に起きている悪影響の防止・軽減等）分野

を対象とした民間資金の動員を増やすことが課題である。 

② 適応プロジェクトは規模が非常に小さく投資リターンが少ないため、ビジネスケ

ースを構築し、民間投資家の参入に必要な規模を達成することが難しいことから、

主に公的セクターが資金を提供してきた。 

③ 一般に民間投資家は、適応プロジェクトに関する知識や経験が乏しいことが投資

意欲を減退させている。適応プロジェクトはレバレッジ比率が低く、活動規模が

小さく、当初必要な資金も少額である。 

④ 緩和のためのプロジェクトは収益性が高く規模が大きいため、適応のためのプロ

ジェクトよりも多く民間資金を動員できる。 

 

このように持続可能な開発に向けて多くの課題があるものの、各国の開発金融機関

（DFI）は将来的な民間資金動員の拡大に向けて、既存のレバレッジ・メカニズムの利

用拡大や新手法の導入、ビジネスモデルの変更を実施している。例えば、①民間投資家

の誘致に特化した債券発行（スペイン国際開発金融公社（Cofides）、ADB、IFC、IDBA）、

②保証プログラムの新設・拡充（Sida（スウェーデン国際開発庁）、Cofides、ADB、MIGA）

等がある。途上国が気候変動や格差等、先進国と共通の社会課題を抱える中で、民間資

金動員の拡大に向けた取り組みが一層重要となっている。 

 

以 上 
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